（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林研究費
	事業名　自動車購入費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　森林研究所　　電話番号：0575-33-2585
　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c25108@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　3,280千円（前年度予算額：2,125千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,125
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,125

	要求額
	3,280
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,280

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
①要求の趣旨

・老朽化した森林研究所公用車の更新を行う。
②現状と問題点

・森林研究所所有の普通乗用自動車（ＳＵＶ型・４ＷＤ）は、走行距離が約１９万kmに達し、平成３１年１０月には１０年を経過することから、老朽化が著しい。

・森林研究所の出張先は県全域であり、山間部の悪路走行に加え、高速道路を走行する必要もあり、安全に走行できる公用車が必要である。
（２）事業内容

○公用車の購入

車　種：国産普通乗用自動車（ＳＵＶ型・４ＷＤ）

排気量：2,000ccクラス

ミッション形式：オートマチック

（３）県負担・補助率の考え方

県有自動車の更新であり、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無
　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	3,020
	車両購入費（自動車価格表（消費税率１０％）ＳＵＶ車、登録手数料等諸経費を除く）

	需用費
	150
	スタッドレスタイヤ購入費

	役務費
	21
	登録手数料、検査手数料（印紙代）、リサイクル料金

	保険料
	39
	自賠責保険料

	公課費
	50
	重量税

	合計
	3,280
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　老朽化した公用車の更新を行い、研究業務の停滞防止及び職員の安全確保を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　研究業務の効率化、職員の安全確保を図るために公用車の更新を行う事業であるため、目標設定は困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成２９年度の公用車使用状況

稼働日数：１８３日、稼働率：７５．０％


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　研究員の試験、測定、観測等に使用することで、業務の効率化が図られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	　研究業務の効率化や職員の安全確保を図るため、公用車の更新は必須の事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	稼働率も高く、研究業務に有効に活用されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	研究業務等の遂行にあたっては、山間部での悪路走行に加え、高速道路走行の必要もあるが、ＳＵＶ型車両の配備により、研究業務の効率化や職員の安全確保が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　更新対象車両の他にも公用車を保有するため、車両の老朽化に応じ、今後も順次車両更新が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後も研究業務の効率化や職員の安全確保を図るためには、計画的な公用車の更新が必要である。


